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令和４年度に引き続き、「防災減災国土強靱化対策型」を令和５年度も実施
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・令和２年１２月１１日、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」が閣議決定

・令和２年度補正予算として約１．４兆円、令和３年度補正予算として約１．０兆円を予算化

・令和３年１月２９日、令和３年１２月２１日に、全国の自治体に対し、円滑な執行を図る

ため、「受発注者の負担軽減」や「新規企業の参入促進」、「入札手続き期間の短縮」

などの取組を要請

１．令和３・４年度の取組

【国の状況】

【県の取組】

①「防災減災国土強靱化対策型」の導入

②ヒアリングの省略

③「一括審査方式」を採用

「国補正予算及び明許予算」を含む事業を対象に、総合評価落札方式において
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２．令和５年度の取組
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【国の状況】

【県の取組】

「防災減災国土強靱化対策型」を令和５年度も実施

「国補正予算及び明許予算」を含む事業を対象に、令和４年度に引き続き、

・令和４年度補正予算として約１．０兆円を予算化

※令和２年度補正予算：約１．４兆円、令和３年度補正予算：約１．０兆円

・令和４年１２月５日、全国の自治体に対し、円滑な執行を図るため、

「受発注者の負担軽減」や「新規企業の参入促進」、「入札手続き期間の短縮」

などの取組を要請
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３．「防災減災国土強靱化対策型」について
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【対象】

○令和５年度公告のうち、「令和４年度国補正予算
及び令和５年度明許予算」を含む工事

○通常型式における技術提案数が１項目２提案と
なる価格帯

○「技術提案数」を１項目２提案から１項目１提案に削減

○「表彰」項目を省略

○「技術者の同種工事実績」項目を省略

【内容】

・土木一式 （３千万円～１億円未満）
・建築一式 （３千万円～１億円未満）
・設備 （５千万円～１億円未満）
・造園 （５千万円～１億円未満）
・橋梁 （２千万円～１億円未満）
・水門 （２千万円～１億円未満）
・橋梁塗装 （１千万円～１億円未満）
・さく井 （１千万円～１億円未満）
・ライン・標識（１千万円～１億円未満）
・舗装 （１千万円～５千万円未満）
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評価項目 配点

例） 防災減災国土強靱化対策型（土木一式）
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地区名
発注機関

名
担当事務所
（課）名

工事名称
工事場所
（自）

工事場所
（至）

入札契約
方式

工事種別
入札予定
時期

工期 概要
概算工事
規模

備考

奈良県 奈良県 一般 企業チャレンジ

奈良県 奈良県 一般

奈良県 奈良県 一般

奈良県 奈良県 一般 国土強靭化

奈良県 奈良県 一般

奈良県 奈良県 一般

一括審査

令和５年度県土マネジメント部所管工事発注見通し（令和５年４月公表分）

３．「防災減災国土強靱化対策型」について

【発注見通しへの記載】

令和５年度入札手続き簡略化対象工事は、発注見通しの備考欄に記載
※「防災減災国土強靱化対策型」対象工事を「国土強靱化」と記載

「防災減災国土強靱化対策型」対象工事

○○○

△△△

□□□

×××

○○○○○工事

○○○○

○○○○

△△△△△工事

△△△△

△△△△

×××××工事

××××

××××

◇◇◇◇◇工事

◇◇◇◇

◇◇◇◇
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５

【入札公告への記載】

令和５年度入札手続き簡略化対象工事は、入札公告文の１ページ目に、
「防災減災国土強靱化対策型」と記載

３．「防災減災国土強靱化対策型」について

入 札 公 告

建設工事の請負について、総合評価落札方式（防災減災国土強靱化対策型）一般競争入札を執行

するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定により次のとおり

公告します。

この工事は、奈良県公共工事等電子入札システム（以下「電子入札システム」といいます ）に。

よる電子入札案件であり、低入札価格調査制度の対象となる土木工事です。

また、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）第１

２条の規定により全ての入札参加者に対し入札金額の内訳を記載した書類の提出を求めます。



完

ご不明な点がございましたら、

下記の連絡先までお問い合せください。

奈良県 県土マネジメント部
技術管理課 品質管理グループ

TEL：０７４２－２７－７６０８
FAX：０７４２－２４－２３１０


